
令和元年度　公文書開示状況（10月決定分）

港湾局

　表の見方
　＜決定区分＞
　　・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、
　　　該当する項目に「１」を記入しています。
　＜（根拠規定）条例7条＞
　　・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。
　＜公文書の件名＞について
　　・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。
　　・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。
　　　ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。
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1 R1.9.18 R1.10.1
「令和元年度東京海員会館外壁改修工事」の
「工事設計総括書、工事別内訳、工事種別内訳、種目別内訳、科目別内訳、中科目別内
訳、細目別内訳、共通仮設費（諸経費計算書）、代価表、特記仕様書」

63 1
港湾局
東京港管理事務所
施設補修課

2 R1.9.18 R1.10.2

「令和元年度青海地区日除け雨除け施設新築工事」の
「特記仕様書、特記仕様書別紙、設計図面（建築）1、設計図面（建築）2、設計図面
（構造）、設計図面（電気）、工事設計書、工事費内訳、工事種別内訳、種目別内訳、
科目別内訳、中科目内訳、細目別内訳書、特記仕様書、共通費算定書」
「令和元年度旧大井信号所解体工事」の
「工事設計書、工事費内訳、工事種別内訳、種目別内訳、科目別内訳、中科目別内訳、
細目別内訳書、特記仕様書、設計図面、共通費算定書」

224 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

3 R1.9.19 R1.10.3
「平成29年度13号地新客船ふ頭ボーディングブリッジ製作据付工事（変更設計分）」の
「工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、変更設計特記仕様書」

14 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

決定区分 (根拠規定)条例７条
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決定区分 (根拠規定)条例７条

4 R1.8.20 R1.10.3
「平成30年度13号地新客船ふ頭ターミナル施設新築エスカレータ設備工事、平成30年度
13号地新客船ふ頭ターミナル施設新築エレベータ設備工事」の
「主要資材発注予定報告書、主要資材発注予定表」

4 1 1 1 1 1

・主要資材発注予定表における製作者名、代理店、代
理店住所、代理店電話は、昇降機設備工事は、性能を
指定し発注するものである。事業者は、様々な部品を
組み合わせ一体として性能を発揮するよう昇降機を設
計しており、設計にあたっては、独自の技術力及びそ
れまでの設計、試験、保守等から得たノウハウを駆使
している。また、事業者は部品の調達のため、営業力
を駆使して調達ルートを構築し、一定の基準を満たし
た、より性能の良い部品をできるだけ安価に調達する
ことで利益を上げる努力をしていることから、これら
のノウハウ等は事業者が培ってきた成果である。よっ
て、事業者が提出した別紙主要資材発注予定表に記載
された主要資材の制作者名等は、事業者の独自の昇降
機製造技術及び部品調達のノウハウに係る秘密の情報
である。このことから、本件非開示情報を開示するこ
とにより、特定の事業者の昇降機製造に係る秘密情報
を同業他社に与えることとなり、事業者の営業利益が
圧迫されるなど、事業運営上の地位が損なわれると認
められる。（条例第7条第3号に該当）
・主要資材発注予定表における製作者名、代理店、代
理店住所、代理店電話は、主要資材発注予定報告書に
ついては、東京都が受注者である事業者に対して、昇
降機制作に着手する前に提出を義務付けている。主要
発注予定報告書は、あらかじめ使用部品を、把握し、
例えば事故のあったメーカーにより製作された部品が
含まれているか否かを確認するための資料である。ま
た、この報告書の確認結果によっては、事業者に部品
メーカーの変更について申し入れるなど、より安全な
昇降機設備を完成させることができる。しかし、これ
らを開示した場合、今後、事業者は主要資材発注予定
報告書を提出する際、公開されることを前提として、
経営方針が推測されないように記載する内容を操作し
たり、大まかな記載にする可能性がある。その結果、
使用部品を正確に把握し、確認することができなくな
る等、工事施工の適正な遂行に支障を及ぼすものであ
ると認められる。（条例第7条第6号に該当）
・担当者の氏名は、個人に関する情報で、公にするこ
とにより、特定の個人を識別することができ、個人の
権利利益を害するおそれがあるため。（条例第7条第2
号に該当）
・個人印影は、個人に関する情報で、公にすることに
より、特定の個人を識別することができ、個人の権利
利益を害するおそれがあるため。また、公にすること
により、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等
に支障を及ぼすおそれがあるため。（条例第7条第2
号、第4号に該当）

港湾局
港湾整備部
建設調整課

5 R1.9.24 R1.10.7
「令和元年度晴海ふ頭公園再整備工事」の
「総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書」

112 1
港湾局
臨海開発部
開発企画課

6 R1.9.25 R1.10.7
「平成30年度海の森公園施設整備工事」の
「工事成績評定通知書」

2 1
港湾局
東京港管理事務所
臨海地域管理課

7 R1.9.25 R1.10.7
「平成29年度中防外5号線道路建設工事」の
「工事成績評定通知書」

2 1
港湾局
東京港建設事務所
港湾整備課

8 R1.9.26 R1.10.7
「令和元年度臨海トンネル及び第二航路海底トンネル壁面等清掃委託」の
「委託費総括書、委託総括書、種別内訳書、代価明細表」

8 1
港湾局
東京港管理事務所
港湾道路管理課

9 R1.10.1 R1.10.7
「平成30年度夢の島西側護岸補強実施設計」の
「補修区間図面」

3 1
港湾局
東京港建設事務所
埋立整備課
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決定区分 (根拠規定)条例７条

10 R1.10.1 R1.10.7
「令和元年度新海面処分場Dブロック南側護岸建設工事（その1）」の
「工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、諸経費計算書、代価明細書」

142 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

11 R1.10.3 R1.10.8
「令和元年度若洲油類等貯蔵施設護岸補強工事」の
「工事設計概括書、工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、代価明細書、諸経費計算
書、設計図面」

38 1
港湾局
東京港建設事務所
埋立整備課

12 R1.10.4 R1.10.9
「令和元年度沖港泊地（-5.0m）整備工事」の
「工事設計概括書、工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、代価明細表、諸経費計算
書」

102 1
港湾局
離島港湾部
管理課

13 R1.10.7 R1.10.9
「東京港臨港地区及び分区（昭和41年指定）（表面）、東京港臨港地区及び分区（昭和
58年4月30日現在）（表面）、東京港臨港地区及び分区　計画図（平成3年3月16日）
（表面）、東京港臨港地区及び分区（平成10年7月現在）（表面）」

4 1
港湾局
港湾経営部
経営課

14 R1.9.26 R1.10.10
「令和元年度晴海ふ頭公園再整備工事」の
「総括書、工事費総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書、機械
器具調書、材料品調書」

122 1
港湾局
臨海開発部
開発企画課

15 R1.10.3 R1.10.10
「平成30年度新日の出橋塗装塗替工事」の
「工事費総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表」

8 1
港湾局
東京港管理事務所
港湾道路管理課

16 R1.10.8 R1.10.15

「令和元年度晴海四丁目道路照明設備工事、令和元年度晴海地区光ファイバーケーブル
敷設その他工事」の
「工事設計概括書、工事別内訳書（総括表）、工事別内訳書、代価明細表、諸経費計算
書、特記仕様書」

122 1

港湾局
東京港建設事務所
オリ・パラ施設整備
課

17 R1.10.8 R1.10.15

「令和元年度竹芝客船ターミナル外構照明設備改修工事、令和元年度13号地新客船ふ頭
ターミナル施設新築太陽光発電設備工事」の
「工事設計概括書、工事費概括書、工事総括書、種別内訳書、特記仕様書、設計図面、
代価明細表、諸経費総括書、諸経費・電気（工事製作費等）、諸経費・電気（現場環境
改善費等）、諸経費・電気（共通仮設費等）、諸経費・電気（現場管理費等）、諸経
費・電気（一般管理費等）、工事費内訳、工種別内訳書、種目別・科目別・中科目別内
訳書、細目別内訳書、共通費算定書（新客船太陽光発電）」

118 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

18 R1.10.9 R1.10.16

「令和元年度若洲油類等貯蔵施設護岸補強工事」の
「数量計算書」
「令和元年度夢の島西側護岸改修工事」の
「諸経費外明細書、数量計算書」

50 1
港湾局
東京港建設事務所
埋立整備課

19 R1.10.3 R1.10.17
「平成31年度晴海緑道公園整備工事」の
「工事費総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書、機械器具調
書、材料品調書、特記仕様書、設計図面」

508 1
港湾局
臨海開発部
開発企画課
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決定区分 (根拠規定)条例７条

20 R1.8.19 R1.10.18

「28港総総第316号（職員の海外出張について（6/20-6/24 ロンドン、バーミンガム、
旅行命令及び海外出張旅費の支出））、支出命令書（職員の海外出張について）、28港
総総第316号の2（職員の海外出張旅費の精算について）、調定額通知書（職員の海外出
張について）、29港総総第398号（職員の海外出張について（6/18-6/25　ラスベガス、
ボストン、スプリングフィールド旅行命令及び海外出張旅費の支出））、支出命令書
（職員の海外出張について）、29港総総第398号の2（職員の海外出張旅費の精算につい
て）、調定額通知書（職員の海外出張について）、30港総総第284号（職員の海外出張
について（5/31～6/1　大韓民国））、支払伝票（職員の海外出張について）、30港総
総第284号の2（職員の海外出張旅費の精算について）、調定登録書（職員の海外出張旅
費の精算について）」

166 1 1 1 1

・事業者氏名、事業者肩書、職員の通勤
経路、職員の最寄駅、職員の乗換駅、職
員のパスポート情報は、個人に関する情
報で特定の個人を識別することができる
もの（他の情報を照合することにより、
特定の個人を識別することができること
となるものを含む。）であるため。（条
例第7条第2号に該当）
・事業者の職場電話番号、FAX番号は、
法人等の事業活動を行う上での内部管理
に関する情報で、公にすることにより、
法人等又は事業を営む個人の競争上又は
事業運営上の地位その他社会的な地位が
損なわれると認められるため。（条例第
7条第3号に該当）
・法人の印影、法人社員の印影は、公に
することにより、偽造等の犯罪行為を容
易にし、犯罪の予防等に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第4号に該
当）

港湾局
総務部
総務課

21 R1.8.19 R1.10.18

「28港総企計第66号（職員の海外出張について（英国））、28港総企計第85号（海外出
張における渡航通知の提出について）、28港総企計第86号（海外出張における活動支援
依頼について）、28港総企計第101号（職員の海外出張に係る現地経費の支出につい
て）、支出命令書（職員の海外出張に係る現地経費の支出について）、28港総企計第
137号（職員の海外出張に係る経費の精算について）、調定額通知書（職員の海外出張
に係る経費の精算について）、旅行命令書（平成28年7月13日）、29港総企計第96号
（職員の海外出張について（米国））、29港総企計第105号（海外出張における渡航通
知の提出について）、29港総企計第106号（海外出張における活動支援依頼につい
て）、29港総企計第124号（職員の海外出張に係る現地経費の支出について）、支出命
令書（職員の海外出張に係る現地経費の支出について）、29港総企計第163号（職員の
海外出張に係る経費の精算について）、調定額通知書（職員の海外出張に係る現地経費
の支出について）、出張命令書（平成29年6月30日）、カジノ・IR関連事業等に関する
調査(平成28年度)、カジノ・IR関連事業等に関する調査(平成29年度)、地方自治体カジ
ノ協議会の解散について」

439 1 1 1 1 1

・事業者の氏名、肩書、メールアドレス、住所、電話
番号及び訪問先対応者の氏名、肩書、顔貌、メールア
ドレス及び職員の通勤経路、住所、電話番号は、個人
に関する情報で特定の個人を識別することができるも
の（他の情報を照合することにより、特定の個人を識
別することができることとなるものを含む。）である
ため。（条例第7条第2号に該当）
・他の自治体職員のメールアドレスは、他の自治体職
員の氏名等は、個人に関する情報で、特定の個人を識
別することができるもの（他の情報と照合することに
より、特定の個人を識別することができることとなる
ものを含む。）であるとともに、関係者との信頼関係
が損なわれ、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあるため。（条例第7条第2号及び第6号に該
当）
・事業者の職場電話番号、FAX番号及び訪問先対応者
の職場電話番号、FAX番号は、法人等の事業活動を行
う上での内部管理に属する事項に関する情報で、公に
することにより、法人等又は事業を営む個人の競争上
又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれ
ると認められるため。（条例第7条第3号に該当）
・直筆の署名は、公にすることにより、偽造等の犯罪
行為を容易にし、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれ
があるため。（条例第7条第4号に該当）
・訪問先のヒアリング内容は、関係者との調整を必要
とする事務に関する情報や関係者から提供を受けた情
報で、公にすることにより、関係者との信頼関係が損
なわれ、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ
があるため。（条例第7条第6号に該当）

港湾局
総務部
企画計理課
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22 R1.8.19 R1.10.18

平成30年度海外出張に係る「30港臨企第31号 職員の海外出張について（大韓民国）、
30港臨企第52号 海外出張における渡航通知の提出について、30港臨企第55号 職員の海
外出張に係る現地経費の支出について（資金前渡）、旅行命令書（韓国 調査報告
（MICE拠点調査等）平成30年6月）」

66 1 1 1 1 1

・職員の通勤経路、法人に勤務する個人
の氏名並びに事業を営む個人の氏名及び
住所は、個人に関する情報で、特定の個
人を識別することができるため。（条例
第7条第2号に該当）
・法人又は事業を営む個人の銀行口座の
金融機関名、支店名、預金種目、口座番
号、及び口座名義人並びに電話番号は、
法人又は事業を営む個人の当該事業に関
する情報であって、公にすることによ
り、当該法人等又は当該事業を営む個人
の事業運営上の地位その他社会的地位に
支障を及ぼすおそれがあるため。（条例
第7条第3号に該当）
・法人又は事業を営む個人の印影は、公
にすることにより、偽造等の犯罪行為を
容易にし、犯罪の予防等に支障を及ぼす
おそれがあるため。（条例第7条第4号に
該当）
・防犯に係る体制や取組は、公にするこ
とにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査そ
の他公共の安全と秩序の維持に支障を及
ぼすおそれがあるため。また、関係者と
の調整を必要とする事務に関する情報や
関係者から提供を受けた情報で、公にす
ることにより、関係者との信頼関係が損
なわれ、当該事務の適正な遂行に支障を
及ぼすおそれがあるため。（条例第7条
第4号及び第6号に該当）

港湾局
臨海開発部
開発企画課

23 R1.9.20 R1.10.18
「会議等議事要旨記録票（令和元年9月18日）、令和元年9月9日付事務連絡「区域整備
計画の認定申請に係る意向調査について（協力依頼）」、調査票」

4 1 1

・○○の職場電話番号、メールアドレス
は、都の機関又は国、独立行政法人等、
他の地方公共団体若しくは地方独立行政
法人が行う事務又は事業に関する情報で
あって、公にすることにより、当該事務
又は事業の性質上、当該事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため。
（条例第7条第6号に該当）

港湾局
総務部
企画計理課

24 R1.9.27 R1.10.18
「令和元年9月9日付事務連絡「区域整備計画の認定申請に係る意向調査について（協力
依頼）」、調査票」

3 1 1

・○○の職場電話番号、メールアドレス
は、都の機関又は国、独立行政法人等、
他の地方公共団体若しくは地方独立行政
法人が行う事務又は事業に関する情報で
あって、公にすることにより、当該事務
又は事業の性質上、当該事務の適正な遂
行に支障を及ぼすおそれがあるため。
（条例第7条第6号に該当）

港湾局
総務部
企画計理課

6
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25 R1.10.8 R1.10.18
「平成30年度ガスミオ運河（昭和島二丁目）防潮堤建設工事」の
「工種別内訳書（第1回変更）、工種別内訳書（第2回変更）」

40 1
港湾局
港湾整備部
建設調整課

26 R1.10.21 R1.10.28
「令和元年度新海面処分場Dブロック南側護岸建設工事（その１）」の
「海上地盤改良工　床掘工　算定根拠、海上地盤改良工　土運船運搬工　算定根拠、工
程表」

11 1
港湾局
東京港建設事務所
埋立整備課

27 R1.10.18 R1.10.29
「令和元年度港湾労働者第一宿泊所１か所照明設備LED化工事」の
「工事設計書、工事費内訳、工事種別内訳、種目別内訳、科目別内訳、中科目別内訳、
細目別内訳、共通仮設費」

20 1
港湾局
東京港管理事務所
施設補修課

28 R1.10.23 R1.10.29
「平成30年度大井ふ頭海貨4号上屋照明設備改修工事」の
「種目・科目別内訳書（総括表）、工種別内訳書、特記仕様書、共通費算定書、図面」

23 1
港湾局
東京港管理事務所
施設補修課

29 R1.10.23 R1.10.30
「令和元年度ｼﾝﾎﾞﾙﾌﾟﾛﾑﾅｰﾄﾞ公園暑さ対策工事」の
「工事設計書、工事総括書、工事費総括書、種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書、
材料品調書、機械器具調書」

69 1
港湾局
東京港管理事務所
臨海地域管理課

30 R1.10.21 R1.10.31
「令和元年度夢の島西側護岸緊急工事、令和元年度夢の島西側護岸改修工事」の
「工事設計概括書、工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、代価明細表（子代価含
む）、諸経費計算書、共通仮設費根拠」

101 1
港湾局
東京港建設事務所
埋立整備課

31 R1.10.23 R1.10.31
「令和元年度晴海四丁目道路照明設備工事」の
「特記仕様書、工種別内訳書（総括表）、工種別内訳書、設計図面、諸経費計算書」

43 1

港湾局
東京港建設事務所
オリ・パラ施設整備
課

32 R1.10.28 R1.10.31

「令和元年度晴海ふ頭HIバース陸電施設配線及びその他工事、令和元年度中防内5号線
橋りょう配管敷設工事」の
「工事設計概括書、工事総括書、種別内訳書、諸経費計算書、代価明細表、特記仕様
書、設計図面」

120 1

港湾局
東京港建設事務所
オリ・パラ施設整備
課
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